
過去の衆議院議員選挙区画定審議会の勧告について 

＜区割り画定＞ 

勧告年月日 審議期間 審議回数 備 考 

平成 ６年 ８月 11 日 
平成 ６年 ４月 19 日 

～   同年 ８月 11 日 
21 回 

・衆議院議員選挙区画定審議会設置法（区割り審設置法）附則第２条の規定に

よる勧告。

・平成２年（大規模）国勢調査の結果に基づき、47 都道府県 300 選挙区を画定。 

＜区割り改定＞ 

勧告年月日 審議期間 審議回数 備 考 

平成 13 年 12 月 19 日 
平成 12 年 12 月 25 日 

～平成 13 年 12 月 19 日 
30 回 

・区割り審設置法第３条第１項及び第４条第１項の規定による勧告。

・平成 12 年（大規模）国勢調査の結果に基づき、20 都道府県 68 選挙区を改定。 

平成 25 年 ３月 28 日 
平成 24 年 11 月 26 日 

～平成 25 年 ３月 28 日 
15 回 

・緊急是正法（※１）附則第４条の規定による勧告。

・平成 22 年（大規模）国勢調査の結果に基づき、17 都県 42 選挙区を改定。

平成 29 年 ４月 19 日 
平成 28 年 ６月 ８日 

～平成 29 年 ４月 19 日 
28 回 

・衆議院選挙制度改革関連法（※２）附則第２条の規定による勧告。

・平成 27 年（簡易）国勢調査の結果に基づき、19 都道府県 97 選挙区を改定。

令和 ４年 ６月 16 日 
令和 ３年 ７月 ２日 

～令和 ４年 ６月 16 日 
35 回 

・区割り審設置法第３条第１項及び第４条第１項の規定による勧告。

・令和２年（大規模）国勢調査の結果に基づき、25 都道府県 140 選挙区を改定。 

（※１）衆議院小選挙区選出議員の選挙区間における人口較差を緊急に是正するための公職選挙法及び衆議院議員選挙区画定審議会設置法の

一部を改正する法律 

（※２）衆議院議員選挙区画定審議会設置法及び公職選挙法の一部を改正する法律  

資料３ 
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過去の衆議院議員選挙区画定審議会の開催状況について

第１期（平成６年４月１１日～平成１１年４月１０日）

年

月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ６月 １２月 １月 ２月 ８月 １２月 ９月 １２月 ８月 １２月

開催回数 ３ ５ １ ８ ５ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １

年間計（回）

第２期（平成１１年４月１１日～平成１６年４月１０日）

年

月 ５月 ８月 １月 ９月 １２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 １月 ９月

開催回数 １ １ １ １ １ １ ２ ３ １ ２ １ １ ３ ４ ６ ５ １ １

年間計（回）

第３期（平成１６年４月１１日～平成２１年４月１０日）

年

月 ５月 １０月 ２月 ９月 １２月 １月 ２月 ９月 ３月 ９月 ２月 ９月

開催回数 １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １ １

年間計（回）

平成２１年

３月

１

１２

平成２０年平成１９年

２

平成１６年

２月

１

１

平成１５年

２

９月

１

１２ ３ ２９

平成９年

１

平成１０年

２

平成１１年 平成１２年 平成１３年

平成６年

２２

平成７年

２

平成８年

４

平成１４年

平成１６年

２

平成１７年

３

平成１８年

３
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第４期（平成２１年４月１１日～平成２６年４月１０日）

年

月 ６月 １０月 ３月 ９月 １１月１２月 １月 ２月 ３月 ７月 ９月

開催回数 １ １ １ １ １ ２ ３ ４ ５ １ １

年間計（回）

第５期（平成２６年４月１１日～平成３１年４月１０日）

年

月 ４月 ７月 ２月 ７月 １月 ２月 ４月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 １月 ２月 ３月 ４月 ８月 ２月 ８月

開催回数 １ １ １ １ １ １ １ ２ １ １ ２ ２ ２ ３ ３ ４ ４ ４ １ １ １

年間計（回）

第６期（平成３１年４月１１日～令和６年４月１０日）

年

月 ５月 ９月 ２月 ９月 ３月 ７月 ８月 ９月 １１月１２月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 １月 ９月

開催回数 １ １ １ １ １ ３ ３ ３ ３ １ ２ ３ ５ ４ ３ ５ １ １

年間計（回）

平成３１年

３月

１

１

３月

１

１

２

３月

２

２

平成２３年 平成２６年平成２５年

１４

平成３０年平成２６年 平成２７年

２ ２ ３

平成２１年 平成２２年 平成２４年

２ ２

平成２８年

１６

平成２９年

１６

令和６年

３月

１

２ ２ ２ １

令和４年

１４ ２２

令和３年令和元年 令和２年 令和５年
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衆議院議員選挙区画定審議会の開催状況（第１期：平成６年４月 11 日～平成 11 年４月 10 日） 
 

回数 開 催 年 月 日 主 な 審 議 内 容 

１ 平成 ６年 ４月 11 日 ・会長の互選について 

・政治改革の経緯等についての概要の聴取 

２ 平成 ６年 ４月 19 日 ・区割り基準の検討等（１） 

・都道府県知事意見聴取の決定 

３ 平成 ６年 ４月 26 日 ・区割り基準の検討等（２） 

４ 平成 ６年 ５月 10 日 ・区割り基準の検討等（３） 

５ 平成 ６年 ５月 20 日 ・都道府県知事意見の聴取結果報告 

６ 平成 ６年 ５月 23 日 ・区割り基準作成に向けての議論（１） 

７ 平成 ６年 ５月 26 日 ・区割り基準作成に向けての議論（２） 

８ 平成 ６年 ５月 31 日 ・区割り基準作成に向けての議論（３） 

９ 平成 ６年 ６月 ２日 ・区割り基準作成に向けての議論（４） 

・「区割り案の作成方針」の決定 

１０ 平成 ６年 ７月 １日 ・国会への中間報告についての報告 

１１ 平成 ６年 ７月 ６日 ・具体の区割りの審議（１） 

１２ 平成 ６年 ７月 11 日 ・具体の区割りの審議（２） 

１３ 平成 ６年 ７月 15 日 ・具体の区割りの審議（３） 

１４ 平成 ６年 ７月 20 日 ・具体の区割りの審議（４） 

１５ 平成 ６年 ７月 22 日 ・具体の区割りの審議（５） 

１６ 平成 ６年 ７月 27 日 ・具体の区割りの審議（６） 

１７ 平成 ６年 ７月 29 日 ・具体の区割りの審議（７） 

１８ 平成 ６年 ８月 １日 ・具体の区割りの審議（８） 

１９ 平成 ６年 ８月 ４日 ・具体の区割りの審議（９） 

２０ 平成 ６年 ８月 ９日 ・具体の区割りの審議（10） 

２１ 平成 ６年 ８月 10 日 ・具体の区割りの審議（11） 

２２ 

 

平成 ６年 ８月 11 日 

 

・区割り画定案の決定 

・区割り画定案の勧告 

２３ 平成 ７年 ６月 28 日 ・平成７年国勢調査結果に基づく区割りの見直しについて（１） 

２４ 平成 ７年 12 月 26 日 ・平成７年国勢調査結果に基づく区割りの見直しについて（２） 

２５ 平成 ８年 １月 23 日 ・平成７年国勢調査結果に基づく区割りの見直しについて（３） 

２６ 平成 ８年 ２月 13 日 ・平成７年国勢調査結果に基づく区割りの見直しについて（４） 

２７ 

 

平成 ８年 ８月 28 日 

 

・住民基本台帳人口（平成８年３月 31 日現在）に基づく試算結

果の概要等について 

２８ 平成 ８年 12 月 26 日 

 

・平成７年国勢調査人口（確定値）に基づく選挙区別人口等に

ついて 
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回数 開 催 年 月 日 主 な 審 議 内 容 

２９ 平成 9 年 9 月 2 日 ・住民基本台帳人口（平成９年３月 31 日現在）に基づく試算結

果の概要等について 

３０ 平成 9 年 12 月 25 日 ・平成９年９月２日（定時登録日）現在における選挙人名簿登

録者数に基づく試算結果の概要等について 

３１ 平成 10 年 8 月 24 日 ・住民基本台帳人口（平成 10 年３月 31 日現在）に基づく試算

結果の概要等について 

３２ 平成 10 年 12 月 22 日 ・平成 10 年９月２日（定時登録日）現在における選挙人名簿登

録者数に基づく試算結果の概要等について 
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衆議院議員選挙区画定審議会の開催状況（第２期：平成 11 年４月 11 日～平成 16 年４月 10 日） 
 

回数 開 催 年 月 日 主 な 審 議 内 容 

１ 

 

平成 11 年 ５月 ６日 

 

・会長の互選について 

・今後の審議等について 

２ 

 

平成 11 年 ８月 27 日 

 

・住民基本台帳人口（平成 11 年３月 31 日現在）に基づく試算

結果の概要等について 

３ 

 

平成 12 年 １月 13 日 

 

・平成 11 年９月２日（定時登録日）現在における選挙人名簿登

録者数に基づく試算結果の概要等について 

４ 

 

平成 12 年 ９月 １日 

 

・住民基本台帳人口（平成 12 年３月 31 日現在）に基づく試算

結果の概要等について 

５ 

 

平成 12 年 12 月 25 日 

 

・平成 12 年国勢調査人口（速報値）に基づく選挙区別人口等に

ついて 

６ 

 

平成 13 年 １月 25 日 

 

・選挙区別人口等の状況についてのレビュー（１）等 

 対象：北海道 

７ 

 

平成 13 年 ２月 １日 

 

・選挙区別人口等の状況についてのレビュー（２） 

 対象：東北６県 

８ 

 

平成 13 年 ２月 15 日 

 

・選挙区別人口等の状況についてのレビュー（３） 

 対象：関東７都県 

９ 

 

平成 13 年 ３月 １日 

 

・選挙区別人口等の状況についてのレビュー（４） 

 対象：北陸甲信越・東海１０県 

１０ 

 

平成 13 年 ３月 15 日 

 

・選挙区別人口等の状況についてのレビュー（５） 

 対象：近畿６府県 

１１ 

 

平成 13 年 ３月 29 日 

 

・選挙区別人口等の状況についてのレビュー（６） 

 対象：中国・四国９県 

１２ 

 

平成 13 年 ４月 ９日 

 

・選挙区別人口等の状況についてのレビュー（７） 

 対象：九州８県 

１３ 平成 13 年 ５月 ９日 ・知事意見の聴取結果についての報告 

１４ 平成 13 年 ５月 24 日 ・区割りの見直し基準についての議論（１） 

１５ 平成 13 年 ６月 18 日 ・区割りの見直し基準についての議論（２） 

１６ 平成 13 年 ８月 28 日 ・区割りの見直し基準についての議論（３） 

１７ 平成 13 年 ９月 13 日 ・区割りの見直し基準についての議論（４） 

１８ 平成 13 年 ９月 19 日 ・区割りの見直し基準についての議論（５） 

１９ 

 

平成 13 年 ９月 27 日 

 

・「区割りの改定案の作成方針」の決定 

・具体の区割りの審議（１） 

２０ 平成 13 年 10 月 ４日 ・具体の区割りの審議（２） 

２１ 平成 13 年 10 月 17 日 ・具体の区割りの審議（３） 

２２ 平成 13 年 10 月 24 日 ・具体の区割りの審議（４） 

２３ 平成 13 年 10 月 30 日 ・具体の区割りの審議（５） 
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回数 開 催 年 月 日 主 な 審 議 内 容 

２４ 平成 13 年 11 月 ６日 ・具体の区割りの審議（６） 

２５ 平成 13 年 11 月 ８日 ・具体の区割りの審議（７） 

２６ 平成 13 年 11 月 13 日 ・具体の区割りの審議（８） 

２７ 平成 13 年 11 月 15 日 ・具体の区割りの審議（９） 

２８ 平成 13 年 11 月 22 日 ・具体の区割りの審議（１０） 

２９ 平成 13 年 11 月 27 日 ・具体の区割りの審議（１１） 

３０ 平成 13 年 12 月 ５日 ・具体の区割りの審議（１２） 

３１ 平成 13 年 12 月 10 日 ・具体の区割りの審議（１３） 

３２ 平成 13 年 12 月 13 日 ・具体の区割りの審議（１４） 

３３ 平成 13 年 12 月 18 日 ・具体の区割りの審議（１５） 

３４ 

 

平成 13 年 12 月 19 日 

 

・区割り改定案の決定 

・区割り改定案の勧告 

３５ 

 

平成 14 年 ９月 26 日 

 

・住民基本台帳人口（平成 14 年３月 31 日現在）に基づく試算

結果の概要等について 

３６ 

 

平成 15 年 １月 16 日 

 

・平成 14 年９月２日（定時登録日）現在における選挙人名簿登

録者数に基づく試算結果の概要等について 

３７ 

 

平成 15 年 ９月 11 日 

 

・住民基本台帳人口（平成 14 年３月 31 日現在）に基づく試算

結果の概要等について 

３８ 

 

平成 16 年 ２月 24 日 

 

・平成 15 年９月２日（定時登録日）現在における選挙人名簿登

録者数に基づく試算結果の概要等について 
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衆議院議員選挙区画定審議会の開催状況（第３期：平成 16 年４月 11 日～平成 21 年４月 10 日） 
 

回数 開 催 年 月 日 主 な 審 議 内 容 

１ 

 

平成 16 年 ５月 13 日 

 

・会長の互選について 

・今後の審議等について 

２ 

 

平成 16 年 10 月 14 日 

 

・住民基本台帳人口（平成 16 年３月 31 日現在）に基づく試算

結果の概要等について 

３ 

 

 

 

平成 17 年 ２月 ４日 

 

 

 

・平成 16年９月２日現在における選挙人名簿登録者数に基づく

試算結果の概要等について 

・越県合併（長野県山口村の岐阜県中津川市への編入）に伴う

選挙区改正案の国会提出について 

４ 

 

平成 17 年 ９月 29 日 

 

・住民基本台帳人口（平成 17 年３月 31 日現在）に基づく試算

結果の概要等について 

５ 平成 17 年 12 月 27 日 ・平成 17 年国勢調査結果等に基づく区割りの見直しについて（１） 

６ 平成 18 年 １月 19 日 ・平成 17 年国勢調査結果等に基づく区割りの見直しについて（２） 

７ 平成 18 年 ２月 ２日 ・平成 17 年国勢調査結果等に基づく区割りの見直しについて（３） 

８ 

 

平成 18 年 ９月 15 日 

 

・住民基本台帳人口（平成 18 年３月 31 日現在）に基づく試算

結果の概要等について 

９ 

 

 

 

平成 19 年 ３月 16 日 

 

 

 

・平成 17 年国勢調査人口（確定値）に基づく選挙区別人口等に

ついて 

・平成 18年９月２日現在における選挙人名簿登録者数に基づく

試算結果の概要等について 

１０ 

 

平成 19 年 ９月 18 日 

 

・住民基本台帳人口（平成 19 年３月 31 日現在）に基づく試算

結果の概要等について 

１１ 

 

平成 20 年 ２月 29 日 

 

・平成 19年９月２日現在における選挙人名簿及び在外選挙人名

簿登録者数に基づく試算結果の概要等について 

１２ 

 

平成 20 年 ９月 17 日 

 

・住民基本台帳人口（平成 20 年３月 31 日現在）に基づく試算

結果の概要等について 

１３ 

 

平成 21 年 ３月 27 日 

 

・平成 20年９月２日現在における選挙人名簿及び在外選挙人名

簿登録者数に基づく試算結果の概要等について 
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衆議院議員選挙区画定審議会の開催状況（第４期：平成 21 年４月 11 日～平成 26 年４月 10 日） 
 

回数 開 催 年 月 日 主 な 審 議 内 容 

１ 

 

平成 21 年 ６月 ３日 

 

・会長の互選について 

・今後の審議等について 

２ 

 

平成 21 年 10 月 ５日 

 

・住民基本台帳人口（平成 21 年３月 31 日現在）に基づく試算

結果の概要等について 

３ 

 

平成 22 年 ３月 26 日 

 

・選挙人名簿及び在外選挙人名簿登録者数（平成 21 年９月２日

現在）に基づく試算結果の概要等について 

４ 

 

平成 22 年 ９月 14 日 

 

・住民基本台帳人口（平成 22 年３月 31 日現在）に基づく試算

結果の概要等について 

５ 

 

 

平成 23 年 ３月 １日 

 

 

・平成 22 年国勢調査人口（速報値）に基づく試算結果の概要に

ついて 

・審議会の進め方について 

６ 

 

平成 23 年 ３月 28 日 

 

・平成 21 年８月 30 日執行の衆議院小選挙区選出議員選挙に係

る最高裁判決について 

７ 

 

平成 24 年 11 月 26 日 

 

・緊急是正法の説明 

・今後の審議会の進め方について 

８ 

 

平成 24 年 12 月 10 日 

 

・緊急是正法に基づく区割りの改定案の作成方針（素案）につ

いて（１） 

９ 

 

 

 

平成 24 年 12 月 27 日 

 

 

 

・緊急是正法に基づく区割りの改定案の作成方針（素案）につ

いて（２） 

・鳥取県の状況について 

・鳥取県知事への意見照会について 

１０ 

 

平成 25 年 １月 15 日 

 

・各選挙区の状況について 

 対象：定数減少県 

１１ 

 

 

 

平成 25 年 １月 21 日 

 

 

 

・鳥取県知事意見について 

・鳥取県の区割りの改定原案について 

・区割りの改定対象選挙区について 

・関係都道府県知事への意見照会について【鳥取県以外】 

１２ 

 

平成 25 年 １月 29 日 

 

・各選挙区の状況について 

 対象：下限人口未満選挙区を含む６県 

１３ 

 

 

平成 25 年 ２月 ５日 

 

 

・各選挙区の状況について 

 対象：下限人口未満選挙区を含む２県 

    上限人口超選挙区を含む３都県 

１４ 

 

平成 25 年 ２月 12 日 

 

・知事意見について【鳥取県以外】 

・緊急是正法に基づく区割りの改定案の作成方針について（１） 

１５ 

 

平成 25 年 ２月 18 日 

 

・緊急是正法に基づく区割りの改定案の作成方針について（２） 

・具体的な区割りの改定案について（１） 

１６ 

 

平成 25 年 ２月 26 日 

 

・緊急是正法に基づく区割りの改定案の作成方針について（３） 

・具体的な区割りの改定案について（２） 

１７ 平成 25 年 ３月 ５日 ・具体的な区割りの改定案について（３） 

１８ 平成 25 年 ３月 12 日 ・具体的な区割りの改定案について（４） 

１９ 平成 25 年 ３月 19 日 ・具体的な区割りの改定案について（５） 
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回数 開 催 年 月 日 主 な 審 議 内 容 

２０ 平成 25 年 ３月 26 日 ・具体的な区割りの改定案について（６） 

２１ 

 

平成 25 年 ３月 28 日 

 

・衆議院小選挙区選出議員の選挙区の改定案についての勧告の決定 

・区割り改定案の勧告 

２２ 平成 25 年 ７月 29 日 ・区割り改定法の概要等について（報告） 

２３ 

 

平成 25 年 ９月 30 日 

 

・住民基本台帳人口（平成 25 年３月 31 日現在）に基づく試算

結果の概要等について 

２４ 

 

平成 26 年 ３月 11 日 

 

・選挙人名簿及び在外選挙人名簿登録者数（平成 25 年９月２日

現在）に基づく試算結果の概要等について 
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衆議院議員選挙区画定審議会の開催状況（第５期：平成 26 年４月 11 日～平成 31 年４月 10 日） 
 

回数 開 催 年 月 日 主 な 審 議 内 容 

１ 

 

平成 26 年 ４月 22 日 

 

・会長の互選について 

・今後の審議等について 

２ 

 

平成 26 年 ７月 31 日 

 

・住民基本台帳人口（平成 26 年１月１日現在）に基づく試算結

果の概要等について 

３ 

 

平成 27 年 ２月 17 日 

 

・選挙人名簿及び在外選挙人名簿登録者数（平成 26 年９月２日

現在）に基づく試算結果の概要等について 

４ 

 

平成 27 年 ７月 31 日 

 

・住民基本台帳人口（平成 27 年１月１日現在）に基づく試算結

果の概要等について 

５ 

 

 

 

 

平成 28 年 １月 22 日 

 

 

 

 

・選挙人名簿及び在外選挙人名簿登録者数（平成 27 年９月２日

現在）に基づく試算結果の概要等について 

・平成 26年 12 月 14 日執行の衆議院小選挙区選出議員選挙に係

る最高裁判決について 

・衆議院選挙制度に関する調査会答申について 

６ 

 

 

平成 28 年 ２月 29 日 

 

 

・平成 27 年国勢調査人口（速報値）に基づく試算結果の概要に

ついて 

・衆議院選挙制度改革をめぐる最近の情勢について 

７ 平成 28 年 ４月 13 日 ・衆議院選挙制度改革をめぐる最近の情勢について 

８ 

 

平成 28 年 ６月 ８日 

 

・衆議院選挙制度改革関連法の説明 

・今後の審議会の進め方について 

９ 

 

平成 28 年 ６月 30 日 

 

・各選挙区の状況等について 

 対象：定数減少県のうち青森県、岩手県、三重県 

１０ 

 

 

平成 28 年 ７月 29 日 

 

 

・各選挙区の状況等について 

 対象：定数減少県のうち奈良県、熊本県、鹿児島県 

    上限人口超選挙区を含む北海道、埼玉県、愛知県 

１１ 

 

 

平成 28 年 ８月 25 日 

 

 

・各選挙区の状況等について 

 対象：上限人口超選挙区を含む兵庫県、福岡県、千葉県、神奈川県 

    下限人口未満選挙区を含む宮城県 

１２ 

 

平成 28 年 ９月 ８日 

 

・各選挙区の状況等について 

 対象：下限人口未満選挙区を含む福島県、愛媛県、長崎県 

１３ 

 

平成 28 年 ９月 28 日 

 

・各選挙区の状況等について 

 対象：東京都 

１４ 平成 28 年 10 月 ７日 ・関係都道府県知事への意見照会について（１） 

１５ 平成 28 年 10 月 17 日 ・関係都道府県知事への意見照会について（２） 

１６ 

 

 

平成 28 年 11 月 ９日 

 

 

・平成 27 年国勢調査人口（確定値）に基づく計算結果について 

・各選挙区の状況等について 

 対象：大阪府 
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回数 開 催 年 月 日 主 な 審 議 内 容 

１７ 平成 28 年 11 月 25 日 ・知事意見について 

１８ 平成 28 年 12 月 ５日 ・区割り改定案の作成方針について（１） 

１９ 平成 28 年 12 月 16 日 ・区割り改定案の作成方針について（２） 

２０ 平成 28 年 12 月 22 日 ・区割り改定案の作成方針について（３） 

２１ 平成 29 年 １月 16 日 ・具体的な区割りの改定案について（１） 

２２ 平成 29 年 １月 23 日 ・具体的な区割りの改定案について（２） 

２３ 平成 29 年 １月 30 日 ・具体的な区割りの改定案について（３） 

２４ 平成 29 年 ２月 10 日 ・具体的な区割りの改定案について（４） 

２５ 平成 29 年 ２月 13 日 ・具体的な区割りの改定案について（５） 

２６ 平成 29 年 ２月 20 日 ・具体的な区割りの改定案について（６） 

２７ 平成 29 年 ２月 27 日 ・具体的な区割りの改定案について（７） 

２８ 平成 29 年 ３月 ６日 ・具体的な区割りの改定案について（８） 

２９ 平成 29 年 ３月 13 日 ・具体的な区割りの改定案について（９） 

３０ 平成 29 年 ３月 22 日 ・具体的な区割りの改定案について（10） 

３１ 平成 29 年 ３月 31 日 ・具体的な区割りの改定案について（11） 

３２ 平成 29 年 ４月 ７日 ・具体的な区割りの改定案について（12） 

３３ 平成 29 年 ４月 13 日 ・具体的な区割りの改定案について（13） 

３４ 平成 29 年 ４月 17 日 ・具体的な区割りの改定案について（14） 

３５ 

 

平成 29 年 ４月 19 日 

 

・衆議院小選挙区選出議員の選挙区の改定案についての勧告の決定 

・区割り改定案の勧告 

３６ 

 

 

平成 29 年 ８月 ３日 

 

 

・区割り改定法の概要等について 

・住民基本台帳人口（平成 29 年１月１日現在）に基づく試算結

果の概要等について 

３７ 

 

平成 30 年 ２月 19 日 

 

・選挙人名簿及び在外選挙人名簿登録者数（平成 29 年９月１日

現在）に基づく試算結果の概要等について 

３８ 

 

平成 30 年 ８月 ３日 

 

・住民基本台帳人口（平成 30 年１月１日現在）に基づく試算結

果の概要等について 

３９ 

 

 

 

平成 31 年 ３月 ４日 

 

 

 

・平成 29年 10 月 22 日執行の衆議院小選挙区選出議員選挙に係

る最高裁判決について 

・選挙人名簿及び在外選挙人名簿登録者数（平成 30 年９月登録

日現在）に基づく試算結果の概要等について 
  

12



衆議院議員選挙区画定審議会の開催状況（第６期：平成 31 年４月 11 日～令和６年４月 10 日） 
 

回数 開 催 年 月 日 主 な 審 議 内 容 

１ 

 

令和元年 ５月 30 日 

 

・会長の互選について 

・今後の審議等について 

２ 

 

令和元年 ９月 ６日 

 

・住民基本台帳人口（平成 31 年１月１日現在）に基づく試算結

果の概要等について 

３ 

 

令和 ２年 ２月 26 日 

 

・選挙人名簿及び在外選挙人名簿登録者数（令和元年９月１日

現在）に基づく試算結果の概要等について 

４ 

 

令和 ２年 ９月 11 日 

 

・住民基本台帳人口（令和２年１月１日現在）に基づく試算結

果の概要等について 

５ 

 

令和 ３年 ３月 ８日 

 

・選挙人名簿及び在外選挙人名簿登録者数（令和２年９月１日

現在）に基づく試算結果の概要等について 

６ 

 

令和 ３年 ７月 ２日 

 

・令和２年国勢調査人口（速報値）に基づく計算結果の概要について 

・今後の審議会の進め方について 

７ 

 

令和 ３年 ７月 ５日 

 

・各選挙区の状況等について（１） 

 対象：北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県 

８ 

 

令和 ３年 ７月 16 日 

 

・各選挙区の状況等について（２） 

 対象：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県 

９ 

 

令和 ３年 ８月 ２日 

 

・各選挙区の状況等について（３） 

 対象：東京都、神奈川県、新潟県、富山県、石川県、福井県 

１０ 

 

令和 ３年 ８月 19 日 

 

・各選挙区の状況等について（４） 

 対象：山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県 

１１ 

 

令和 ３年 ８月 30 日 

 

・各選挙区の状況等について（５） 

 対象：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

１２ 

 

令和 ３年 ９月 10 日 

 

・各選挙区の状況等について（６） 

 対象：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県 

１３ 

 

令和 ３年 ９月 17 日 

 

・各選挙区の状況等について（７） 

 対象：徳島県、香川県、愛媛県、高知県 

１４ 

 

 

令和 ３年 ９月 27 日 

 

 

・各選挙区の状況等について（８） 

 対象：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、  

鹿児島県、沖縄県 

１５ 令和 ３年 11 月 15 日 ・都道府県知事への意見照会について（１） 

１６ 令和 ３年 11 月 25 日 ・都道府県知事への意見照会について（２） 

１７ 令和 ３年 11 月 29 日 ・都道府県知事への意見照会について（３） 

１８ 

 

令和 ３年 12 月 10 日 

 

・令和２年国勢調査人口（確定値）に基づく計算結果の概要について 

・都道府県知事への意見照会について（４） 

１９ 令和 ４年 １月 ７日 ・区割り改定案の作成方針について（１） 

２０ 令和 ４年 １月 31 日 ・都道府県知事意見について 
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回数 開 催 年 月 日 主 な 審 議 内 容 

２１ 令和 ４年 ２月 ２日 ・区割り改定案の作成方針について（２） 

２２ 令和 ４年 ２月 ７日 ・区割り改定案の作成方針について（３） 

２３ 

 

令和 ４年 ２月 21 日 

 

・区割り改定案の作成方針について（４） 

・具体的な区割り改定案について（１） 

２４ 令和 ４年 ３月 ２日 ・具体的な区割りの改定案について（２） 

２５ 令和 ４年 ３月 ７日 ・具体的な区割りの改定案について（３） 

２６ 令和 ４年 ３月 14 日 ・具体的な区割りの改定案について（４） 

２７ 令和 ４年 ３月 25 日 ・具体的な区割りの改定案について（５） 

２８ 令和 ４年 ３月 30 日 ・具体的な区割りの改定案について（６） 

２９ 令和 ４年 ４月 ４日 ・具体的な区割りの改定案について（７） 

３０ 令和 ４年 ４月 ７日 ・具体的な区割りの改定案について（８） 

３１ 令和 ４年 ４月 15 日 ・具体的な区割りの改定案について（９） 

３２ 令和 ４年 ４月 25 日 ・具体的な区割りの改定案について（10） 

３３ 令和 ４年 ５月 13 日 ・具体的な区割りの改定案について（11） 

３４ 令和 ４年 ５月 20 日 ・具体的な区割りの改定案について（12） 

３５ 令和 ４年 ５月 30 日 ・具体的な区割りの改定案について（13） 

３６ 令和 ４年 ６月 ２日 ・具体的な区割りの改定案について（14） 

３７ 令和 ４年 ６月 ６日 ・具体的な区割りの改定案について（15） 

３８ 令和 ４年 ６月 10 日 ・具体的な区割りの改定案について（16） 

３９ 令和 ４年 ６月 13 日 ・具体的な区割りの改定案について（17） 

４０ 

 

令和 ４年 ６月 16 日 

 

・衆議院小選挙区選出議員の選挙区の改定案についての勧告の決定 

・区割り改定案の勧告 

４１ 

 

 

 

 

令和 ５年 １月 26 日 

 

 

 

 

・区割り改定法の概要等について 

・令和３年 10 月 31 日執行の衆議院小選挙区選出議員選挙に係

る最高裁判決について 

・選挙人名簿及び在外選挙人名簿登録者数（令和４年９月１日

現在）に基づく試算結果の概要等について 

４２ 

 

令和 ５年 ９月 １日 

 

・住民基本台帳人口（令和５年１月１日現在）に基づく試算結

果の概要等について 

４３ 

 

令和 ６年 ３月 11 日 

 

・選挙人名簿及び在外選挙人名簿登録者数（令和５年９月１日

現在）に基づく試算結果の概要等について 
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令和３年 令和４年

衆議院議員選挙区画定審議会（区割り審）の審議（1年以内）

６
月
16
日

区
割
り
改
定
案
の
勧
告

10
月
１
日

大
規
模
国
勢
調
査
の
実
施

６
月
25
日

国
勢
調
査
【
速
報
値
】
公
表

11
月
30
日

国
勢
調
査
【
確
定
値
】
公
表

令和２年

○ 小選挙区の都道府県別定数配分は、10年に１度の大規模国勢調査に基づきアダムズ方式（※）で行う。
令和２年国勢調査から適用。（比例代表のブロック別議席配分も、10年に１度の大規模国勢調査に基づきアダムズ方式で行う。）

※アダムズ方式 各都道府県の人口をある数で除した場合に、その商の小数部分を切り上げた数値の合計が総定数に一致するような数「X」を求め、
当該数「X」を除数として各都道府県の人口を除し、その商の小数点以下を切り上げた数を各都道府県の定数とする方式。

○ 各選挙区の人口は、日本国民の人口とする。

○ 区割り改定案の勧告は、国勢調査の結果による人口が最初に官報で告示された日から１年以内に行う。

10
月
25
日

区
割
り
改
定
法
案
国
会
提
出

令和２年国調に基づく衆議院小選挙区の区割り改定のスケジュール

７
月
２
日

速
報
値
公
表
後
最
初
の
区
割
り
審

全都道府県のレビュー

知事意見照会

区割り改定案の作成方針の審議・策定

区割り改定案の審議

10
月
31
日

衆
議
院
議
員
総
選
挙

11
月
18
日

区
割
り
改
定
法
成
立

11
月
28
日

区
割
り
改
定
法
公
布

12
月
28
日

区
割
り
改
定

施
行
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